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	標準的評価方法基準（BLE HS/B-b-5:2006 20061228施行）
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	仕様・性能等
	記載図書
	頁



	1. 
	Ⅰ．総則
1.適用範囲 

熱源機より循環供給された熱媒を、ケーシング内のコイルなどで熱交換し、内蔵されたファンを用い強制対流暖房を行う、室内に設置された10kW以下の暖房放熱器を対象とする。
	図　書
	□
	
	
	

	2. 
	（2.用語の定義）

3.部品の構成

構成部品は表－１による。


	図　書
	□
	
	
	

	3. 
	4. 材料
必須構成部品及び選択構成部品に使用する材料の名称及び該当するJIS等の規格名称を明確化したもの、又は、JIS等と同等の性能を有していることを証明したものを対象とする。
	図　書


	□
	
	
	

	4. 
	5. 施工の範囲
構成部品の施工範囲は、原則として以下のとおりとする。

a)　取付け下地の確認
	図　書


	□
	
	
	

	5. 
	b)　機器本体の取付
	図　書
	□
	
	
	

	6. 
	c)　機器付属搬送部材の温水コンセントへの接合（温水コンセントを使用する場合）
	図　書
	□
	
	
	

	7. 
	（6. 寸法）
Ⅱ．要求事項
ファンコンベクタの性能は、「優良住宅部品認定基準(暖・冷房システム)」による他、次による。
	図　書
	□
	
	
	

	8. 
	1.1 機能の確保
a）　機器特性
1)　暖房能力

定格流量時の暖房能力は、暖房能力試験を実施し温水を定格流量値の±50％の範囲内の特性をグラフ化し、表示暖房能力の95％以上であること。＜試験：別冊BLT HS/B-b-601「暖房能力試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	9. 
	2)　吹出し平均風速風量

定格電圧および定格周波数の下で、マノメータまたは渦流量計等を用いて吹出し風量を測定する。算定風量は、標準状態に換算し、定格風量の95％以上であること。＜試験：JIS A 4007-8.1：1995「風量試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	10. 
	3)　温風の到達範囲

ファンコンベクタを試験室に設置し、ファンのみ連続運転する。熱線風速計等により風速0.5m/secの地点を測定した結果を明確にすること。風向可変のものは最大可変の状態も測定する。＜試験：別冊BLT HS/B-b-602「温風最大到達距離試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	11. 
	4)　室内風速分布

ファンコンベクタを試験室に設置し、熱線風速計等により室内の風速分布を測定した結果を明確にすること。＜試験：別冊BLT HS/B-b-603「室内風速分布試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	12. 
	5)　室内温度分布

ファンコンベクタを試験室に設置し、多点式熱電対温度記録計または相当する設備により室内の温度分布を測定した結果を明確にすること。
＜試験：別冊BLT HS/B-b-604「室内温度分布試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	13. 
	6)　運転騒音

ファンコンベクタを定格周波数、定格電圧の下で、所定の位置・運転状態に設定したのち、JIS C 1502に規定する普通騒音計（Ａ特性）で騒音レベルを測定し、45dB(Ａ)以下であること。＜試験：JIS A 4007-8.10：1995「騒音試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	14. 
	7)　消費電力

定格電圧および定格周波数の下で消費電力試験を実施し、電動機その他標準装置電気品を含めた消費電力を測定し、定格消費電力が30Ｗ以下のものについては125％以下、30を超え100Ｗ以下のものについては120％以下、100を超え1000Ｗ以下のものについては115％以下であること。
＜試験：JIS A 4007-8.2：1995「消費電力試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	15. 
	1.2　安全性の確保

1.2.1機械的な抵抗力及び安定性の確保
a)　移動型機器の安定性

「移動形機器の安全性試験」後、傾斜させ転倒に至るまでの角度を測定し、転倒させても異常がないこと。＜試験：別冊BLT HS/B-b-608「移動形機器の安全性試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	16. 
	b)　電気性能

1)　絶縁抵抗

風量試験のすぐ後で、JIS C 1302に規定する500V，100ＭΩの絶縁抵抗計を使用し、充電部とアースするおそれのある非充電金属部の間の絶縁抵抗を測定し、１MΩ以上であること。＜試験：JIS A 4007-8.7：1995「絶縁抵抗試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	17. 
	2)　耐電圧

絶縁抵抗試験に引き続いて行い、定格電圧が100Vのものは1000V、定格電圧が200Vのものは1500Vの電圧を充電部と非充電金属部との間に連続して1分間加え異常が無いこと。ただし、定格電圧が200Vで定格出力が400W未満の電動機、コンデンザなどは1000V、対地電圧が30V以下の回路については500Vとする。＜試験：JIS A 4007-8.8：1995「絶縁耐力試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	18. 
	c)　各部の温度上昇

送風運転（入口空気乾球温度40℃としコイルに通水しない）および暖房運転（放熱能力試験と同様の条件）を行って、各部の温度を測定で測定し、次によること。
1)　電動機巻線の温度

電動機巻線の温度は抵抗法によって測定し、Ａ種絶縁のものは100℃以下、Ｅ種絶縁のものは115℃以下、Ｂ種絶縁のものは120℃以下、Ｆ種絶縁のものは140℃以下であること。＜試験：JIS A 4007-8.6：1995「温度試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	19. 
	d)　通水抵抗(損失水頭)

温水コイルの通水抵抗試験を実施し、温水を定格流量値の±50％の範囲内の特性をグラフ化し、表示通水抵抗の110％以下であること。＜試験：別冊BLT HS/B-b-606「通水抵抗(損失水頭)試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	20. 
	e)　通水部の気密・耐圧

1)　気密性・耐圧性

温水コイルの気密性・耐圧性試験を実施し漏れがないこと。＜試験：JIS A 4007-8.9：1995「気密性及び耐圧試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	21. 
	2)　温水閉止性能

熱交換器温水入口から98ｋPaの圧力で加圧し、温水開閉弁を閉じた時、温水出口からの漏水量を測定し、100cc/min以下であること。＜試験：別冊BLT HS/B-b-607「温水開閉弁の温水閉止性能試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	22. 
	1.2.2 使用時の安全性及び保安性の確保
a)　使用上の安全性

1)　移動形機器の安全性

放熱器を水平に置き、傾斜角度10度で転倒しないこと。＜試験：別冊BLT HS B-b-608「移動形機器の安全性試験」＞
	試　験
	□
	
	
	

	23. 
	（1.2.3 健康上の安全性の確保）
	
	
	
	
	

	24. 
	（1.2.4 火災に対する安全性の確保）
	
	
	
	
	

	25. 
	（1.3　耐久性の確保）
	
	
	
	
	

	26. 
	（1.4 環境に対する配慮）
	
	
	
	
	

	27. 
	2.供給者の供給体制等に係る要求事項
	
	
	
	
	

	28. 
	（2.1 適切な品質管理の実施）
	
	
	
	
	

	29. 
	（2.2 適切な供給体制及び維持管理体制等の確保）
	
	
	
	
	

	30. 
	2.3 適切な施工の担保
2.3.1 適切なインターフェイス
機器は、配管の取り出し位置及び形状については、JIS A 4412:1994[住宅用冷暖房ユニット]に基づき外形寸法を設定すること。
	図　書
	□
	
	
	

	31. 
	3　情報の提供に係る要求事項

3.1　基本性能に関する情報提供
次の機能性、安全性、耐久性、環境負荷低減等の部品に関する基本的な事項についての情報が、わかりやすく表現され､かつカタログその他の図書及びホームページにより、提供されること。
a)　暖房能力
	図　書
	□
	
	
	

	32. 
	b)　温水流量
	図　書
	□
	
	
	

	33. 
	c)　通水抵抗
	図　書
	□
	
	
	

	34. 
	d)　温度調節機能
	図　書
	□
	
	
	

	35. 
	e)　凍結防止対策
	図　書
	□
	
	
	

	36. 
	（3.2　使用に関する情報提供）
	
	
	
	
	

	37. 
	（3.3　維持管理に関する情報提供）
	
	
	
	
	

	38. 
	（3.4 施工に関する情報提供）
	
	
	
	
	

	39. 
	Ⅲ．附則
1． この評価基準（暖・冷房システム（ファンコンベクタ）BLE HS/B-b-5:2006）は、２００６年１２月２８日から施行する。

２．この評価基準の施施行に伴い、改正前の評価基準（暖・冷房システム（ファンコンベクタ）BLE HS/B-b-5:2005）は廃止する。

３．この評価基準の施行の日に、既に改正前の認定基準に従って認定又は変更の準備を行っていた者については、この評価基準の施行の日から３か月を超えない日までは、改正後の認定基準を適用しないものとする。

４．この評価基準の施行の日以前に既に改正前の評価基準に従って優良住宅部品認定規程第１６条第１項の認定を受けており（２．により施行の日以後に改正前の評価基準を適用して認定を受けた場合を含む。）、かつ、認定が維持されている優良住宅部品に係る評価基準は、優良住宅部品認定規程第２８条第１項の期間内においては、改正前の当該評価基準を適用する。
	
	
	
	
	





表－１　構成部品


構　成　部　品　名�
構成の別　注)�
備考�
�
機器本体�
ｹｰｼﾝｸﾞ、熱交換ｺｲﾙ、ﾌｧﾝ、制御部、機器内の配管、ﾌｨﾙﾀｰ等�
●�
�
�
操作部�
バルブ等�
△�
�
�
機器設置用必要部品�
機器本体の標準取付部品�
●�
移動型は除く�
�
�
耐震用支持金物�
○�
�
�
注）構成の別


●：(必須構成部品)住宅部品として基本性能上、必ず装備されていなければならない部品及び部材を示す。


○：(セットフリー部品)必須構成部品のうち、販売上必ずしもセットしなくてもよい部品及び部材を示す。


△：（選択構成部品）必須構成部品に選択的に付加することができるもので、必ずしも保有しなくてもよい部品及び部材を示す。
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